




























登録ヘルパー 内契約ヘルパー 巡回型ヘルパー 利用者数
1990年度 日4 357 
1991年度 785 828 
1992年度 1110 1385 
1993年度 1402 2014 
1994年度 1715 2817 
1995年度 1896 3686 
1996年度 2103 4736 
1997年度 2483 5310 
1998年度 2694 236 20 5946 
1999年度 3078 258 33 6891 
2000年度 3249 411 41 6668 




































































































































制度 区分 件数 比率
高齢者
自立 3 0.8% 
60-64歳 9 2.2% 
身体障害者 311 77.4% 
重症心身障害者 9 2.2% 
身体・知的障害者 14 3.5% 
障害児者
重症心身障害者 15 3.7% 
知的障害者 26 6.5% 
その他 11 2.7% 
難病患者 難病患者 4 1.0% 
メ口』 計 402 100.0% 
（出所）平成13年版『京都市の主な出資法人の概要』， 114頁。
4) 社会福祉法人京都福祉サービス協会からの聞き取りによる。
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表4 京都市から京都福祉サービス協会への支出
HlO（決算） Hll（決算） Hl2（決算）
特別養護老人ホーム 243,965 242,536 
委託事業 第二種社会福祉事業 2,747,551 3,235,956 439,226 
居宅介護支援事業等 77,339 119,944 30,745 
軽費老人ホーム 38,166 39,575 38,006 
運営補助 73,937 82,973 95,317 
補助金 紫野・西七条建設補助等 245,814 557,334 247,947 
久我の杜等建設償還金等 41580 47,249 46,265 
つなぎ資金利子補給・運営補助等 201,603 
























サービス区分 身体介護 身体家事 複合型介護 複合型家事 家事援助
サービス回数 10,842 460 5,675 7,993 36,559 
よヒ 率 17.6% 0.8% 9.2% 13.0% 59.4% 






1 2 3 4 
件 数 776 1,803 741 293 171 
比 率 19.7% 45.9% 18.8% 7.5% 4.3% 
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表8 各団体のホームヘルプ事業の実績（2001年7月）
札幌市 仙台市 千葉市 横浜市 川崎市 名古屋市
ホー ムヘjレバー 数 877人 510人 281人 5,41人 800人 2,313人
利用者数 2,369人 1,217人 503人 8,960人 1,64人 4,536人
サー ビス時間数 4,871時間 20,043.5時間 9,429時間 197,278時間 - 91,806時間
収入合計 101,77,781円 51,376,0臼円 20,282,693円46,61,03円108,591,00円24,978,757円
サー ビス時間数の割合（介護） 13.1 % 22.5% 8.6% 9.9% 27.0% 
サー ビス時間数の割合（複合） 33.3% 30.6% 34.0% 43.9% 25.6% 
サー ビス時間数の割合（家事） 53.6% 46.9% 57.4% 46.2% 47.4% 
介護保険収入（2000年度・千円） 1,259,389 708,332 251,725 7,41,712 1,138,595 2,683,617 
介護保険事業費（同上） 1,261,065 652,418 187,816 1,141,264 2,661,874 
収支差額（向上） -1676 5,914 63,909 -2,651 21,743 
利用者の市内シェア率 39.4% 41.0% 64.9% 60.0% (2000年7月）
利用者の市内シェア率 26.4% 27.4% 48.7% (201年7月）
京都市 大阪市 神戸市 広島市 福岡市
ホー ムヘルパー 数 2,45人 642人 1,636人 412人 650人
利用者数 6,262人 1,043人 2,812人 1,351人 2,354人
サー ビス時間数 105,727時間 21,923.5時間 42,425時間 27,705時間 47,784時間
収入合計 262，日4,44円 58,186,66円 92,252,816円 5,43,237円105,736,142円
サー ビス時間数の割合（介護） 19.4% 25.5% 8.1 % 7.9% 12.0% 
サー ビス時間数の割合（複合） 23.0% 35.9% 28.9% 33.3% 30.1 % 
サー ビス時間数の割合（家事） 57.6% 39.1 % 63.0% 58.8% 57.9% 
介護保険収入（2000年度・千円） 4,414,762 696,094 1,319,86 701,999 1,356,31 
介護保険事業費（向上） 4,444,206 526,230 1,31,762 923,090 1,34,494 
収支差額（向上） -29,444 169,864 8,124 一221,091 1,817 
利用者の市内シェア率 67.7% 10.1% 52.0% 56.9% (2000年7月）
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ょうとしているが，果たしてそれは可能なのか。今，サービス協会は岐路に立ってい
る。 1993年の設立以来，あるいは1986年サービス協議会時代から数えれば10数年余の
事業経験が，プロパー職員の力量を高めてきたことは確かである。最も経歴の長い職
員は，事業部長や事務所長として業務の中枢を担っている。今のところ市からの出向
者は，事務局長・次長・総務部長・事務所長などであるが，いずれこれらの人々が引
き上げるとすれば，プロパー職員の上層部が，実質的な経営責任者にならねばならな
い。短期間に事業を拡大し，措置制度から介護保険へという制度の激変のなかで，プ
ロパー職員の専門的力量形成の真価が問われることになろう。
もう一つ組織に関わって気になるところは，理事会の構成とその機能である。常勤
の理事長以外は，みな非常勤理事であり，それぞれに本務を持っている。大学教授・
医師会副会長・民生児童委員連盟理事などの職を持つ人たちである。このような理事
会の構成は，各都市の同様の団体に共通するものであるが，これは措置制度のもとで
作られた遺物であると言えば言い過ぎであろうか。学識経験者や各関連団体から理事
を選出するという仕方は その団体の公的性格を象徴する意味があったのかも知れな
いが，介護保険制度の下で否応なく競争に直面し，短期間のうちに的確な経営判断が
求められる状況においては，その構成と機能はあまりに形式的と言えよう。また介護
保険制度の下にあっても，その経営に公的性格を反映しようとするなら，市からの理
事長以外の理事としては 各関連団体からよりも利用者や一般市民からの公募による
選出と常勤職員からの選出が より適切であると考える。
最後に労働組合についてである。サービス協会には常勤職員で組織する「職員労働
組合」と登録ヘルパー・契約ヘルパーで組織する「ホームヘルパー労働組合・ヘル
パーネットjがある。ここでは「ヘルパーネット」について述べたい。もともと登録
ヘルパーの組合として設立された経緯から その構成員の大半は有配偶女性でかつ被
扶養者，つまり主婦である。しかし「有償ボランティアJではなく，在宅福祉の分野
で働く労働者として さらには専門職としての技能形成とそれに見合う待遇や社会的
地位の確立を求めて組合が結成された。
労働者としての意識より主婦としてあるいは市民としての意識から登録ヘルパーと
なった人たちが多いと推測される。直行直帰が活動形態で普段の連絡も容易でないな
かで，組合員数413名（2001年1月24日の組合大会の時点），組織率約17%は，評価さ
れるべきである。ヘルパーの雇用を守り 賃金・労働条件を向上させるという労働組
合本来の役割だけでなく，利用者の声を代弁しその権利を守るという役割も果たそう
とするならば，その構成員の主婦や市民としての感覚こそ大切にしなければならない
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のではないか。先に述べたように，登録ヘルパーがパートヘルパーとなって，その労
働者性を強めた。これらの主婦感覚・市民感覚を持った人たちが，労働者としての自
覚を持って労働組合に結集することが，サービス協会が事業展開をしていくうえで
も，利用者のニーズに的確に応える点で，その優位性の発揮につながることを期待し
たい。
本稿の作成にあたり社会福祉法人京都福祉サービス協会事業部長・宮路博氏，およ
び京都福祉サービス協会ホームヘルパー労働組合委員長・三輪道子氏より親切なご教
示と貴重な資料の提供を受けたことに 心より感謝申し上げる。もとより本稿の内容
については，すべて筆者に責任があることは言うまでもない。
